
（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及び
所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指名
競争入札の別(総合
評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

東京港施工及び調査関係資料作成業務 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ３０．４．２～Ｈ３１．３．２９ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港臨港道路南北線陸上トンネル部実施設計 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ３０．４．５～Ｈ３０．11．３０ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港臨港道路南北線整備検討業務 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ３０．４．１２～Ｈ３１．２．２８ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港建設資材価格等調査 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ３０．６．１～Ｈ３１．３．２２ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港臨港道路（南北線）設備実施設計 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ３０．７．１０～Ｈ３１．１．３１ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港臨港道路（南北線）駐車場等復旧実施設計 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

H３０．８．２７～H３１．２．２８ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

90.1%
東京都渋谷区本町３－１２－１

H30.8.27
（株）オリエンタルコンサルタンツ　関東支店

4011001005165
指名競争入札

（簡易公募型競争入札）

（総合評価）
14,384,932 12,960,000

平成３０年１１月分　該当なし

平成３０年１０月分　該当なし

9,600,181H30.6.1
（一財）建設物価調会

14,256,000 96.1%
東京都千代田区九段北１－１４－６

9,072,000
東京都中央区日本橋大伝馬町１１－８

H30.7.10
日本工営（株）東京支店

2010001016851
指名競争入札

（簡易公募型競争入札）

（総合評価）
14,827,341

6010005018675
一般競争入札
（総合評価）

H30.4.2

94.4%

平成３０年９月分　　該当なし

平成３０年５月分　　該当なし

99.8%40,253,2684011001005165 40,176,000
東京都渋谷区本町３－１２－１

99.5%4011001005165

106,736,400
（一財）港湾空港総合技術センター 一般競争入札

（総合評価）

H30.4.12
指名競争入札

（簡易公募型競争入札）

（総合評価）

指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）
30,652,498

東京都渋谷区本町３－１２－１
H30.4.5

5010005002705

30,510,000
（株）オリエンタルコンサルタンツ　関東支店

東京都千代田区霞が関３－３－１

(株)オリエンタルコンサルタンツ　関東支店

95.0%112,365,374



（別紙様式２）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

東京港臨港道路南北線技術検討業務 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ３０．４．１２～Ｈ３１．２．２８ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ．３０．６．１３～Ｈ３１．１．２５ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ３０．６．２２～Ｈ３１．３．１５ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ３０．６．２２～Ｈ３１．３．１５ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ３０．８．６～Ｈ３１．３．２９ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ３０．１０．４～Ｈ３１．１１．２９ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

平成３０年１１月分　該当なし

99.1%
東京都千代田区九段北１－１４－６

東京港臨港道路南北線設備実施設計その２業務

H30.10.4
日本工営（株）　東京支店

2010001016851
会計法29-3-4

理由は別紙２－６のとおり
（特命随契）

3,432,844

99.8%
東京都中央区日本橋堀留町１－３
－１７

30,888,000

3,402,000

東京港臨港道路(南北線)環境調査

H30.8.6
三洋テクノマリン(株）

2010001044539
会計法29-3-4

理由は別紙２－５のとおり
（簡易公募プロポーザル）

30,948,295

平成３０年９月分　　該当なし

平成３０年７月分　　該当なし

東京港臨港道路（南北線）船舶航行安全対策検討業務

99.4%

H30.6.22

東京港中央防波堤内側地区複合一貫輸送ターミナル整
備効果等検討調査

会計法29-3-4
理由は別紙２－３のとおり
（簡易公募プロポーザル）

3120001056860

横浜市中区海岸通り３－９

H30.6.22

中央復建コンサルタンツ（株）
東京支社

（公社）東京湾海難防止協会

会計法29-3-4
理由は別紙２－４のとおり
（簡易公募プロポーザル）

99.9%

15,660,00015,783,270

東京都千代田区麹町２－１０

1020005009686

12,811,221 12,744,000

95.3%H30.4.12
（一財）沿岸技術研究センター

会計法29-3-4
理由は別紙２－１のとおり
（簡易公募型プロポーザル）

10,194,181 9,720,000
東京都港区西新橋１－１４－２

2010005018571

平成３０年５月分　　該当なし

H30.6.13 5010005002705
会計法29-3-4

理由は別紙２－２のとおり
（簡易公募プロポーザル）

（一財）港湾空港総合技術センター
東京都千代田区霞ヶ関３－３－１

東京港臨港道路（南北線）施工法検討業務

10,028,500 10,027,800

99.2%



別紙２－１

m83bp-yoshida
テキストボックス
別紙２－１

m83bp-yoshida
ノート注釈
m83bp-yoshida : Marked



平成３０年度 

 

東京港湾事務所 

 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

 

（件名） 東京港臨港道路（南北線）施工法検討業務 

 

 

本件は、下記の理由により（一財）港湾空港総合技術センターと随意契約致したい。 

 

記 

 

 本業務は、東京港 10 号地その２と中央防波堤内側埋立地を結ぶ臨港道路南北線の整備

にかかる施工方法等の検討及び事業誌の作成を行うものである。 

本業務では、既設護岸復旧工、埋戻工、駐車場復旧工が検討対象であり、検討にあたっ

ては、第二航路部航行船舶に対して可航幅を確保する必要があること、10 号地側（西側

岸壁、フェリーふ頭）、中央防波堤側（Ｘ４、Ｘ５）利用者の離接岸や荷役への影響を最小

限にする必要があることなど、各制約を前提とした上で施工性に優れ、安全・確実性が高

く、かつ経済性を念頭においた施工方法を検討する必要がある。そのため簡易公募型に準

じたプロポーザル方式により、特定テーマ「第二航路部航行船舶及び周辺利用者に配慮し

た施工方法の検討を行う上での留意点」について技術提案を求めた。 

 提案された技術提案書を建設コンサルタント等選定委員会において評価選定した結果、

優れた技術提案を行った（一財）港湾空港総合技術センターを特定した。本業務の実施方

針及び特定テーマに対する技術提案についてヒアリングを行い総合的に判断した結果、幅

広く専門的な知識と豊富な経験を有し本業務を実施することが適当であるとされたもので

ある。 
 よって、会計法第 29 条の３第４項に基づき、（一財）港湾空港総合技術センターと随意

契約をするものである。 

m83bp-yoshida
テキストボックス
別紙２－２



平成３０年度 

東京港湾事務所 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

 

（件名） 東京港臨港道路（南北線）船舶航行安全対策検討業務  

 

 

本件は、下記の理由により公益社団法人東京湾海難防止協会と随意契約致したい。 

 

記 

 

 本業務は東京港１０号地その２～中央防波堤外側地区臨港道路整備事業等の施工場所周

辺海域を航行する船舶に及ぼす影響及び船舶航行の安全確保のために必要な対策について、

学識経験者、海事関係者並びに関係官公庁等で構成する委員会を設置し検討するものであ

る。 

 船舶航行安全の検討にあたっては、海難防止に関する専門的な知見並びに東京港におけ

る船舶の航行管制及び航行実態に精通し、海上工事に伴う一般船舶の航行安全や海難防止

等に関する高度な技術力を有していることが必要である。 

 よって、海難防止に関する専門的な知見や航行安全等に関する高度な技術力を有する者

から広く知見を求め、業務内容に反映することにより、幅広く高度な検討を行うことが期

待できる。そのため、簡易公募型プロポーザル方式により、以下の特定テーマについて技

術提案を求めた。 

「一般航行船舶の航行ルートに配慮した安全対策を検討する上での留意点」 

本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コンサルタント

等選定委員会において評価選定した結果、一般船舶の通航路に近接した施工場所の特性を

把握し、周辺利用船舶や東航路への影響に着目する等、優れた技術提案を行った公益社団

法人東京湾海難防止協会を特定した。本業務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提

案についてヒアリングを行い総合的に判断した結果、幅広く高度な知識を有し本業務を実

施することが適当であるとされたものである。 

 よって、会計法第 29 条の３第４項により、公益社団法人東京湾海難防止協会と随意契

約をするものである。 

m83bp-yoshida
テキストボックス
別紙２－３



平成３０年度 

 

東京港湾事務所 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

（件 名） 東京港中央防波堤内側地区複合一貫輸送ターミナル整備効果等検討調査 

 

本件は、下記の理由により中央復建コンサルタンツ（株）と随意契約致したい。 

 

記 

 

本業務は、国土交通省の定める事業評価の手法に基づき、東京港中央防波堤内側地区複

合一貫輸送ターミナル整備事業(X4・X5)について、その整備効果等を分析・評価するも

のである。 

東京港中央防波堤内側内貿ふ頭（X4・X5）の取扱貨物は北海道からの首都圏への貨物

量が多くモーダルシフトによる背景の他、10 号地には主な取扱品目である紙類の専門倉

庫が整備され、東京の主要産業のである新聞・出版等情報産業の一端を支えていることか

ら、生産地と消費地を海陸一貫輸送により結ぶ物流の効率化と地域経済と密接な関わりに

ついて整備効果をとらえる必要があるため、簡易公募に準じた総合評価型プロポーザル方

式により、以下の特定テーマについて技術提案を求めた。 

『将来貨物量や取扱貨物の特徴を踏まえた輸送の効率化や地域経済への影響を考慮した整

備効果分析を行う上での留意点』 

本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コンサルタント

等選定委員会において評価選定した結果、優れた技術提案を行った中央復建コンサルタン

ツ（株）を特定した。本業務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提案についてヒア

リングを行い総合的に判断した結果、幅広く高度な知識を有し本業務を実施することが適

当であるとされたものである。 
 よって、会計法第 29 条の３第４項により、中央復建コンサルタンツ（株）と随意契約

をするものである。 

m83bp-yoshida
テキストボックス
別紙２－４



平成３０年度 

 

東京港湾事務所 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

（件 名） 東京港臨港道路（南北線）環境調査 

 

本件は、下記の理由により三洋テクノマリン（株）と随意契約致したい。 

 

記 

 

本業務は、東京港臨港道路南北線の整備に際して、東京都環境影響評価条例に定められ

ている工事施行中の事後調査を実施し、評価書における予測評価内容について検証を行う

ものである。また、臨港道路南北線の整備による環境改善効果の把握手法立案及び交通量

観測を行うものである。 

東京港臨港道路南北線の周辺事業である国際海上コンテナターミナルの整備に伴う交通

需要の増加は、交通混雑による物流の効率化を妨げ、周辺環境に影響を与えることが懸念

される。このため、臨港道路南北線の整備に伴う交通混雑の緩和による輸送コストの削減

や交通事故の減少が図られる効果の他、沿道の騒音削減、排出ガスの減少といった環境改

善効果を定量的に捉える必要がある。 

上記のことから、簡易公募に準じた総合評価型プロポーザル方式により、以下の特定テ

ーマについて技術提案を求めた。 

『環境改善の効果を把握するうえで交通量観測に配慮すべき事項』 

本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コンサルタント

等選定委員会において評価選定した結果、優れた技術提案を行った三洋テクノマリン（株）

を特定した。本業務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提案についてヒアリングを

行い総合的に判断した結果、幅広く高度な知識を有し本業務を実施することが適当である

とされたものである。 
よって、会計法第 29 条の３第４項により、三洋テクノマリン（株）と随意契約をする

ものである。 
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随 意 契 約 理 由 書 

 

 

１．業 務 名  東京港臨港道路南北線設備実施設計その２業務 

 

２．業 者 名  日本工営株式会社 

 

３．住  所  東京都千代田区九段北一丁目１４番６号 

        

４．理  由  東京港臨港道路南北線電気室棟は、平成２８年度に簡易公募型プロポーザル方 

式により「東京港臨港道路南北線設備実施設計」の設計者として特定された日本

工営株式会社が実施設計業務を実施した。 

本業務は、国土交通省告示１５号(平成21年１月７日制定)における工事施工

段階で設計者が行うことに合理性がある実施設計に関する標準業務である。 

本業務は、設計業務を行った設計者以外に知り得ない情報である設計意図のう

ち、設計図書のみでは表現しつくせないものについて、東京港臨港道路南北線電

気室棟に係る工事施工段階において工事受注者等に正確に伝えるためのもので、

設計業務における成果図書等に基づき、質疑応答、説明、工事材料、設備機器等

の選定に関する検討、助言等を行う業務（以下「設計意図伝達業務」）である。

具体には、施工に着手するにあたっての工事受注者との打ち合わせや質疑応答、

設計図書を補完する説明図及びデザイン詳細図等の作成、設計意図の反映が必要

な施工図等の確認、設計意図に基づく仕上げ材料の色彩計画書の作成などを行う

ものである。 

これらは、東京港臨港道路南北線電気室棟に係る設計上の経験・知識を有し、

かつ、設計内容や現場の状況に精通した者が行う必要があり、業務の性質上、設

計者以外の者に実施させることができない業務であることから、対象工事の基本

設計及び実施設計業務を実施した当該設計者と随意契約を締結するものである。 

 

５．適用法令  会計法第２９条の３第４項 

        予算決算及び会計令第１０２条の４第３号         
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（別紙様式３）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指
名競争入札の別
(総合評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

分任支出負担行為担当官 単価契約
東京港湾事務所長 予定調達総額
東京港湾事務所 ¥8,061,120
東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官 単価契約
東京港湾事務所長 予定調達総額
東京港湾事務所 ¥23,925,024
東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官 単価契約
東京港湾事務所長 予定調達総額
東京港湾事務所 ¥3,394,920
東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

東京港港湾業務艇用船
一式

H30.10.5
東亜建設工業（株）東京支店
東京都中央区日本橋室町４－１－６

平成３０年９月分　　該当なし

84.9%3011101055078

供用一日当り

101,747

平成３０年１１月分　該当なし

平成３０年６月分　　該当なし

平成３０年７月分　　該当なし

平成３０年８月分　　該当なし

東京港湾事務所貸切バス運行業務
一式

H30.4.2
(有)豊自動車交通
東京都江戸川区鹿骨２－２８－７

一般競争入札 75.8%2,010,096

平成３０年５月分　　該当なし

60.6%

東京都千代田区内神田１－８－１
供用１日当たり

東京港湾事務所庁舎清掃
一式

H30.4.2

H30.4.2

H30.4.2

東京港湾事務所車両管理業務
一式

１月当たり

5010401047320

東京都江東区深川２-６-１１

99.2%

東京港複合機保守及び消耗品等料金
一式

H30.4.2

東京港「江戸」運航
一式

（株）ポルテック

2010601040490
三陽自動車(株)

一般競争入札

1,210,464

1,522,800

87,480

59.2%

88,216

100.0%

供用１日当たり

565,820

１月当たり

1,998,713

１月当たり

１月当たり

1,135,075 671,760

一般競争入札

565,820
5020001015536

3011702012196

埼玉県上尾市大字向山３１－１０
一般競争入札

（株）トシダ

（株）オンロード

横浜市西区伊勢町１－１５

7030001041265

一般競争入札

一般競争入札
供用一日当り

86,400



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

平成３０年１０月分　該当なし

平成３０年９月分　　該当なし

平成３０年８月分　　該当なし

平成３０年７月分　　該当なし

平成３０年６月分　　該当なし

43,416,000 100.0%
東京都江東区若洲１－５－８

平成３０年５月分　　該当なし

112,776,090 100.0%
千葉県船橋市高瀬町１１

15号地木材ふ頭の管理運営費分担金
一式

H30.4.2
東京木材埠頭（株）

9010601019644
会計法第29条の３第４項
理由は別紙4－7のとおり

43,416,000

2,255,040 100.0%
東京都港区芝浦２－２－１８

土地使用料及び係留施設使用料
一式

H30.4.2
京葉ユーティリティ(株)

9040001019259
会計法第29条の３第４項
理由は別紙4－6のとおり

112,776,090

2,255,040 100.0%
東京都江東区青海４－７－６

建物使用料
一式

H30.4.2
東海海運(株)

1010401020090
会計法第29条の３第４項
理由は別紙4－5のとおり

2,255,040

66,898,452 100.0%
東京都江東区青海２－４－２４

建物使用料
一式

H30.4.2
アサガミ(株)東京海運支店

2010001035562
会計法第29条の３第４項
理由は別紙4－4のとおり

2,255,040

土地使用料
(東京港臨港道路南北線用地借上)
一式

H30.4.2
東京港埠頭(株)

3010601034839 会計法第29条の３第４項
理由は別紙4－3のとおり

66,898,452

103,245,120 103,245,120 100.0%
東京都港区港南２－９－５６

予決令第99条第16
号8000020130001
東京都東京港管理事務所

100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（１０号地その２地区・その１）
一式

H30.4.2
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16
号 22,777,920

10,362,000 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

東京都東京港管理事務所
8000020130001 予決令第99条第16
号 37,540,800 37,540,800

144,728,682

土地使用料（１５号地地区）
一式

H30.4.2
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号

土地使用料（中防内側地区・その１）
一式

H30.4.2

10,362,000

東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（１０号地その１地区）
一式

H30.4.2
新日鐵住金（株）
東京都千代田区丸の内２－６－１

3010001008848 会計法第29条の３第４項
理由は別紙4－2のとおり

144,728,682 100.0%

100.0%22,777,920

H30.4.2
土地使用料（１０号地その２地区・その２）
一式

東京港港湾業務艇桟橋使用料
一式

H30.4.2
新木場二丁目地区建設業協議会

－
東京都江東区新木場二丁目3番1
号

会計法第29条の３第４項
理由は別紙4-1のとおり

2,121,209 2,121,209 100.0%



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

8000020130001

100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防外側地区・その２） H30.11.1
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16号 8,325,240 8,325,240 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

2,562,300
土地使用料（中防外側地区・その１）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 2,562,300

東京都港区港南３－９－５６
8000020130001 4,260,710 100.0%

土地使用料（中防内側地区・その１５）
一式

H30.11.9
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16号 4,260,710

東京都港区港南３－９－５６

100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その１３）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 7,392,000 7,392,000 100.0%

22,587,168 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その１２）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 8,854,980 8,854,980

2,335,200 2,335,200 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その１１）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 22,587,168

東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その９）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号

100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その８）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 9,782,076 9,782,076 100.0%

18,837,684 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その７）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 3,816,876 3,816,876

7,574,112 7,574,112 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その６）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 18,837,684

東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その５）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号

100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その４）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 9,443,628 9,443,628 100.0%

13,239,816
土地使用料（中防内側地区・その３）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 13,239,816



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

13,239,816
土地使用料（中防内側地区・その３）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 13,239,816 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その４）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 9,443,628 9,443,628 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その５）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 7,574,112 7,574,112 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その６）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 18,837,684 18,837,684 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その７）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 3,816,876 3,816,876 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その８）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 9,782,076 9,782,076 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その９）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 2,335,200 2,335,200 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その１１）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 22,587,168 22,587,168 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その１２）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 8,854,980 8,854,980 100.0%
東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防内側地区・その１３）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 7,392,000 7,392,000 100.0%

土地使用料（中防内側地区・その１５）
一式

H30.11.9
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16号 4,260,710

東京都港区港南３－９－５６

土地使用料（中防外側地区・その１）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

8000020130001 予決令第99条第16号 2,562,300

土地使用料（中防外側地区・その２）
一式

H30.11.1
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16号 8,325,240 8,325,240
東京都港区港南３－９－５６

東京都港区港南３－９－５６
100.0%13,816,000 13,816,0008000020130001

100.0%
東京都港区港南３－９－５６

100.0%

2,562,300

東京都港区港南３－９－５６
8000020130001

8000020130001

H30.11.30
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16号

4,260,710 100.0%

土地使用料（１５号地地区・その２）
一式



別紙４－１

m83bp-yoshida
テキストボックス
別紙４－１

m83bp-yoshida
ノート注釈
m83bp-yoshida : Marked



m83bp-yoshida
テキストボックス
別紙４－２

m83bp-yoshida
ノート注釈
m83bp-yoshida : Marked



m83bp-yoshida
テキストボックス
別紙４－３

m83bp-yoshida
ノート注釈
m83bp-yoshida : Marked



m83bp-yoshida
テキストボックス
別紙４－４

m83bp-yoshida
ノート注釈
m83bp-yoshida : Marked



m83bp-yoshida
テキストボックス
別紙４－５

m83bp-yoshida
ノート注釈
m83bp-yoshida : Marked



m83bp-yoshida
テキストボックス
別紙４ー６

m83bp-yoshida
ノート注釈
m83bp-yoshida : Marked



m83bp-yoshida
テキストボックス
別紙４－７

m83bp-yoshida
ノート注釈
m83bp-yoshida : Marked
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